
 

 

 

民泊施設等の取扱基準 

 

 

軽井沢町では、国際親善文化観光都市及び保健休養地としてのまちづくりを進めて

きており、多くの来訪者を受け入れることができるよう法令の手順を経て多数の宿泊

施設が設置され宿泊業の振興に努めるとともに、善良なる風俗の維持及び良好な自然

環境の保全に尽くしてきた。 

こうした経緯をふまえ、当町のこれまでにおける良好な環境の保持を最優先とする

必要があると判断し、引き続き清らかな環境と善良なる風俗を守るため、下記のとお

り基準を定める。 

 

 

                 記 

 

 

１．民泊施設（貸別荘を除く）は、町内全域において認めない。 

２．ベッド上で起臥できるだけの大きさのカプセル状（箱形）の小室を並べた簡易な

宿泊施設（いわゆる「カプセルホテルその他これに類する施設」）の設置は、町内

全域において認めない。 

 

 

 

 

 

 

○民泊施設とは、以下に示すものをいう。 

 １．旅館業法（昭和23年法律第138号）において認可され営業される簡易宿所のう

ち、旅館業法施行令の一部を改正する政令（平成28年４月１日施行）により床面

積の規定が緩和されたことにより生じるもの。 

 ２．住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号）により長野県に届出を行い、営業され

る民泊サービス。 

 

 ○貸別荘とは、別紙基準による。 

 

 

 



 

 

 

貸別荘の取扱基準 

 

  軽井沢町では、善良なる風俗の維持及び別荘文化を保全する観点から、貸別荘に

ついて次のとおり基準を設け、清らかな環境を守り国際親善文化観光都市及び保健

休養地としてのまちづくりを進めるものとします。 

 

 

 

１．貸別荘とは、生業として、不特定の者に１ヶ月以上の契約期間で賃貸する戸建て

の住宅をいう。 

 

２．第１種低層住居専用地域及び自然保護協定等の締結地において、貸別荘はできな

いものとすること。 

 

３．貸別荘の建設又は既存建物から貸別荘へ用途変更を行う場合は、「軽井沢町の自

然保護のための土地利用行為の手続等に関する条例」の規定に基づき事前協議を

行うものとすること。 

 

４．不特定の者が宿泊することとなり宿泊施設と類似であることから、近隣説明を実

施する範囲は、行為地の敷地境界線から５０ｍの範囲とすること。 

 

５．軽井沢町の善良なる風俗を維持するための要綱を尊重した利用規約を作成し、利

用者に対して静穏の保持及び善良なる風俗維持を徹底させるものとすること。な

お、転貸は不可とすること。 

 

６．関係法令等を遵守し、公序良俗を損なわないものとすること。 

 

７．町内に常駐する管理運営責任者を定めるものとすること。 

 

８．万一、苦情等が発生した場合、管理運営責任者は、速やかに善処するものとする

こと。 

 

９．この基準の適用の際、現に実施されている事業については、この基準の規定は、適

用しない。また、現に実施されている事業について、同程度の改築は可能とする。 


